阪南市ネーミングライツに関するガイドライン
総務部　行財政構造改革推進室
令和２年　４月　　
令和２年１２月改正
令和３年　２月改正
令和３年　９月改正
１．　趣旨
　本ガイドラインは、本市が所有する施設又はイベント等（以下「施設等」という。）に、ネーミングライツ（命名権）の適正な導入を図るために、応募者の選定方法、対象施設や募集の方法等について基本的な考え方をとりまとめるものです。

２．　目的

　ネーミングライツの導入を本市、
る取組として進めます。
　具体的な目的は次のとおりです。

　(1)　持続可能な財政運営の実現のために、新たな歳入を確保
　(2)　当該施設等の魅力向上や地域の活性化を図るため、命名権を取得した民間企業等（以下「パートナー」という。）と協働で施設等の付加価値を高める取組を実施

３．　ネーミングライツの概要
ネーミングライツとは、本市とパートナーとの契約により、市の施設等の名称に、企業名・商品名等を冠した愛称を付与する代わりに、パートナーからその対価を得ることにより、本市の新たな歳入を確保する仕組みです。
本市は、ネーミングライツの導入後、その愛称を積極的に使用しますが、条例上の施設等の名称については変更しません。
また、必要な場合においては、愛称ではなく条例上の施設等の名称を使用します。
４．　対象施設等
ネーミングライツを導入する対象となる施設等については、市が選定します。
５．　愛称使用範囲
(1)　市の広報誌や市のウェブサイト
　(2)　愛称看板等
　(3)　市が作成するチラシ等の印刷物
　(4)　施設の場合は、市役所１階の広告入り地図案内板（契約後、一番早いパネルの更新時に変更）
ただし、地図案内板を設置している期間までとします。

　(5)　契約後に作成する刊行物等には、積極的に愛称を使用しますが、すでに発行済みの刊行物等には、特段愛称に差替え等を行いません。
６．　命名条件

　(1)　親しみやすさや呼びやすさ等、市民から理解を得られるような愛称とします。
　(2)　施設の場合は、愛称が定着するまでの間（概ね１年を予定）条例上の名称を併記する等の措置を講ずる場合があります。
　(3)　契約期間中、原則愛称の変更はできません。やむを得ず愛称変更を必要とする場合は、協議を行うものとします。
　(4)　阪南市有料広告掲載取扱に関する要綱第３条各号に掲げる社会　通念上愛称として表示することが適当でないと認められるものは、命名できません。
７．　ネーミングライツ導入までの流れ

施設等の所管課がその都度募集要項を作成した上で公募するものとします。
　【導入の手順】

1 対象施設等の選定（施設等の所管課）
2 募集要項の作成（施設等の所管課）
3 パートナーの募集（施設等の所管課及び行財政構造改革推進室）
　　④阪南市ネーミングライツ選定委員会（以下「選定委員会」という。）による審査（優先交渉権者の選定）
⑤選定結果の通知（施設等の所管課）
⑥優先交渉権者と詳細事項の打合せ（施設等の所管課）
⑦契約締結（施設等の所管課）
　　⑧愛称の使用開始

　※優先交渉権者とは、応募者のうち、パートナーとして適格であり、かつ本市が有利な条件で契約を締結することが出来るため、他の応募者に優先して本市が契約に係る交渉をする者をいいます。

８．　応募
　(1)　必要書類等
　　①阪南市ネーミングライツ応募書（様式１－１及び様式１－２）
　　②同意兼誓約書（様式２）
　　③履歴事項全部証明書（発行日より３か月以内のもの）（法人の場合）
　　④身元証明書（個人事業主の場合）
　　⑤印鑑証明書（発行日より３か月以内のもの）
⑥財務諸表（直近２か年分）（施設の応募の場合）
　　⑦本市が発行する直近の本市税の完納を証する書類（本市に納付すべき税金がない場合は、書類の提出は不要）
　　⑧その他市長が必要とするもの
　(2)　留意事項
　　①提出書類等は返却しないものとします。
　　②応募に係る必要な経費は、全額応募者の負担とします。
　　③履歴事項全部証明書、財務諸表については写しでも可とします。
　　④必要書類の提出は施設等の所管課に提出することとします。
　(3)　応募資格
　　本市のパートナーとしてふさわしい資力及び信用を備えた法人、その他の団体若しくはそれらにより構成されたグループ又は個人（以下「団体等」という。）が応募できるものとします。ただし、次の事項に該当する団体等は、応募できません。
　　①地方自治法施行令第１６７条の４の規定により一般競争入札の

　　　参加を制限されている団体等
　　②阪南市入札参加停止要綱による指名停止等を受けている団体等
　　③阪南市有料広告掲載基準第４条に該当する団体等
９．　パートナーの選定方法
　(1)　選定委員会の設置
優先交渉権者の決定について阪南市ネーミングライツ選定委員会設置要綱に基づき構成する委員により審査・選定を行います。
　(2)　優先交渉権者の決定
　優先交渉権者の決定に当たっての選定基準は別表のとおりとし、選定委員会において総合的に審査します。なお、応募者が１者のみの場合も、選定委員会において市のパートナーとしてふさわしいかどうか審査し、優先交渉権者を決定します。
　(3)　選定委員会の開催時期
　　選定委員会の開催は、原則下表のとおり年４回（４月、７月、１０月、１月）とし、案件がない場合は開催しないものとします。
	応募時期
	開催時期

	１月～３月
	４月

	４月～６月
	７月

	７月～９月
	１０月

	１０月～１２月
	１月


１０．　選定結果の通知
　応募者に対し、優先交渉権者の決定の可否について、選定委員会を開催した日から、原則１か月以内に文書（様式３　優先交渉権者可否決定書）で通知することとします。
１１．　優先交渉権者との協議
審査により優先交渉権者として決定した者と協議を行います。また、優先交渉権者との協議が整わず、当該優先交渉権者が応募を辞退した場合は、次点順位の応募者と協議を行います。
１２．　愛称付与に伴う費用の負担
愛称付与に伴う費用負担は下表のとおりです。
	費用負担の区分
	負担者（施工含む。）

	施設表示看板の変更や新設
	パートナー

	契約期間終了後（契約解除後）の原状回復
	パートナー

	広報誌やホームページ、市が発行する印刷物の表示
	市【注１】


※屋外への愛称看板設置等については、大阪府屋外広告物条例や阪南市大阪府屋外広告物条例施行規則等の関係法令を遵守します。
※上記の費用負担については、命名権料の他に別途ご負担いただくものとします。
【注１】　その他、費用については個別協議となります。
１３．　パートナーメリット
　　パートナーにメリットを付与する場合は、ネーミングライツを導入する施設等ごとに、施設等の目的や施設等の関連法令等の規定を踏まえ、パートナーとの協議のうえ、適切に決定します。
１４．　契約の締結
優先交渉権者との協議が整った場合には、ネーミングライツに関する契約を締結します。
１５．　契約の解除
　　本市の事情により、当該施設の愛称の維持が困難な場合には、契約を解除することがあります。
　　また、パートナーの信用失墜行為等に伴い、当該施設のイメージが損なわれるおそれがあるときは、本市は契約期間満了を待たず、契約を解除できることとします。
１６．　ネーミングライツ導入決定後の市民への通知
　　市民の理解を得てネーミングライツを実施するため、本市の広報誌やホームページを通じて周知に努めます。
１７．　指定管理者制度導入（予定）施設に係る留意点
　　対象施設が指定管理者制度導入（予定）施設の場合は、指定管理者制度の趣旨に鑑み、指定管理者の施設管理・施設運営の不利益とならないように、次の観点に留意するものとします。
　(1)　施設所管課は現指定管理者と事前協議を行い、現指定管理者がネーミングライツの応募の意志がある場合には、優先交渉権者として決定できるものとします。応募の意志がない場合、または交渉がまとまらなかった場合には、必要に応じ、現指定管理者との協定書等を変更し、疑義が生じないようにし、公募に切り替えることがあります。
　(2)　現指定管理者がパートナーを兼ねる場合には、命名権料に係る支出は、指定管理に係る管理経費に含まないものとします。
　(3)　現指定管理者は「８．応募」に掲げる必要書類について、様式１－１及び様式１－２、様式２のみで可能とします。しかし、市長が特別に必要と認めるときはこの限りではありません。

　※　選定委員会にて審査を行い、審査により失格となる場合があります。
１８．　包括的民間委託に係る留意点
　　対象施設が包括的民間委託を行っている（予定する）施設については、本ガイドライン「１７．指定管理者制度導入（予定）施設に係る留意点」を準用します。
１９．　その他
　　このガイドラインは、ネーミングライツの運用状況及びその他の状況等を考慮し、適宜見直すこととします。

　　　　　　　　　
ネーミングライツ選定基準
	評価項目
	詳細・着眼点
	配点

	応募団体等の状況
	①経営の安定性
	・経営の健全性が高いか。など
	10

	愛称
	②親しみやすさ、施設のイメージ
	・市民にとって親しみやすいか。
・施設等のイメージにふさわしいか。など
	10

	応募条件
	③命名権料提案額
	・市が想定する金額と比較した場合の命名権料の高さの度合い。
	50

	
	④施設等の魅力向上、地域活性化につながる提案
	・導入施設にふさわしい内容か。
・実現可能な内容か。
・市等の関係機関が対応可能か。など
	20

	
	⑤期間
	・安定したネーミングライツの運用が図られる期間か。（施設の場合のみ。イベント時は④に配点を振り分けるものとする。）
	10

	合計
	100


※　優先交渉権者として選定されるための最低基準は、①+②+④の点数が配点の６割を越えるものとし、６割に満たない場合は失格とします。
　また、著しく低い命名権料提案額では、失格となる可能性があります。（著しく低い命名権料提案額とは、希望金額の５０％未満をさします。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
　阪南市長　様
　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞
阪南市ネーミングライツ応募書
　「阪南市ネーミングライツに関するガイドライン」の規定に基づき、下記施設へのネーミングライツについて応募します。
　　　　　　　　　　　　　　　記
　　応募施設等名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部署名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：
　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス：
阪南市ネーミングライツ応募書

	対象の施設等名
	

	応募の趣旨
	

	期　間
	　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで　　年間

	命名権料提案額
	　金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（年・回）
（　　年間　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	愛　称　案
	

	施設の魅力向上
地域活性化に
つながる提案等
	【パートナーとなった場合の取組等を記載してください】


	希望する
パートナー
メリット
	


	団
体

等
の
情

報
	業種
	

	
	事業内容
	


	その他
	


　　　　　　　　　　　　　　　同意兼誓約書
阪南市が実施するネーミングライツの応募にあたり、次の事項について同意し、誓約します。
　これらが事実と相違することが判明した場合には、当該事実に関して阪南市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。
１．事業実施にあたり、阪南市及び指定管理者制度導入（予定）施設にあっては、指定管理者と協力すること。
２．応募にあたり、阪南市ネーミングライツに関するガイドライン「８．応募（３）応募資格」に掲げる各事項に該当しないこと。
３．愛称について、阪南市有料広告掲載取扱に関する要綱第３条各号に掲げる事項に該当しないこと。
４．阪南市が、本誓約書及び応募に際し収集した個人情報を、大阪府泉南警察署又は大阪府警察本部に提供すること。
５．ネーミングライツの取得に伴い掲示する広告物等が、第三者の著作権、著作者人格権、意匠権、商標権、肖像権その他いかなる権利も侵害するものではなく、かつ、合法的なものであることをそれぞれ保証する。万一広告物について、第三者から権利の主張、異議、苦情、損害賠償請求等が生じた場合には、弁護士費用も含めて、当方の責任と負担においてこれを処理し、阪南市には一切迷惑、損害をかけないものとすること。

６．本契約締結後に「同意書兼誓約書」の内容に反した場合又は提案書類の記載事項に相違のあった場合は、阪南市の判断で、契約を解除する場合があること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　阪　南　市　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名又は個人名　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　阪南市長　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　優先交渉権者可否決定書
　　　　年　　　月　　日付けでご応募いただきました、ネーミングライツの応募につきましては、下記のとおり阪南市ネーミングライツに関するガイドライン「１０．　選定結果の通知」に基づき、優先交渉権の選定結果を、通知します。
記

　１．応募施設の名称：
　２．優先交渉権　　　　　　決定　　　　　未決定　　　　　失格
　　３．その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　阪南市役所○○部○○課（室・施設）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：072-471-5678
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